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個人情報とは

生存する個人に関する情報であって、氏名や生年月日等により特定の個人を識別
することができるもの

要配慮個人情報とは

個人情報のうち、不当な差別、偏見その他の不利益が生じないように取扱いに配慮
を有する情報として、個人情報保護法・政令・規則に定められた情報
人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実等のほか、
身体障害、知的障害、精神障害等の障害があること、健康診断その他の検査の結果、
保健指導、診療・調剤情報、本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索等の刑事
事件に関する手続が行われたこと、本人を非行少年又はその疑いがある者として、
保護処分等の少年の保護事件に関する手続きが行われたことが該当する



個人情報の保護に関する法律

利用者や消費者が安心できるように、企業や団体、国の行政機関等に個人情報を
きちんと大切に扱ってもらった上で、有効に活用できるよう共通のルールを定め
た法律

●個人情報保護法

・第２３条（安全管理措置）

・第２６条（個人情報保護委員会への漏えい等の報告等）

⇒介護サービス事業者も遵守しなければならない

しかし、介護サービス事業者からの要配慮個人情報の漏えい等が見受けられる



第２３条 安全管理措置

①個人データの取扱いに係る規律の整備
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組織的安全管理措置（１）



組織的安全管理措置（２）



組織的安全管理措置（３）



人的安全管理措置



物理的安全管理措置（１）



物理的安全管理措置（２）



技術的安全管理措置（１）



技術的安全管理措置（２）



第２６条 漏えい等の報告

●漏えい：個人データが外部に流出すること

（例）第三者に誤送付・誤送信、インターネット上での閲覧可能状態

書類・媒体等の盗難、不正アクセス等

●滅失：個人データの内容が失われること

（例）帳票等の誤った廃棄、書類・媒体等の社内紛失等

●毀損：個人データの内容が意図しない形で変更されることや、

内容を保ちつつも利用不能な状態になること

（例）内容の改ざん、個人データの復元キーの喪失または暗号化により

復元できなくなる等



漏えい等が発覚した場合の対応

（１）～（５）に掲げる事項について必要な措置を講じること

（１）事業者内部における報告及び被害の拡大防止

（２）事実関係の調査及び原因の究明

（３）影響範囲の特定

（４）再発防止策の検討及び実施

（５）個人情報保護委員会への報告及び本人への通知



個人情報保護委員会への報告
●個人情報の保護に関する法律施行規則 第7条

法第26 条第1 項本文の個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして個人情報保護委員会規

則で定めるものは、次の各号のいずれかに該当するものとする。

(1) 要配慮個人情報が含まれる個人データ（高度な暗号化その他の個人の権利利益を保護するた

めに必要な措置を講じたものを除く。以下この条及び次条第1 項において同じ。）の漏えい、

滅失若しくは毀損（以下この条及び次条第1 項において「漏えい等」という。）が発生し、又

は発生したおそれがある事態

(2) 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある個人データの漏えい等が発生

し、又は発生したおそれがある事態

(3) 不正の目的をもって行われたおそれがある当該個人情報取扱事業者に対する行為による個人

データ（当該個人情報取扱事業者が取得し、又は取得しようとしている個人情報であって、

個人 データとして取り扱われることが予定されているものを含む。）の漏えい等が発生し、

又は発生したおそれがある事態

(4) 個人データに係る本人の数が千人を超える漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事

態



個人情報保護委員会への報告(具体例)

①要配慮個人情報が含まれる個人データの漏えい等が発生し、又は発生した

おそれがある事態

②不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある個人データの漏

えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態



個人情報保護委員会への報告(具体例)

③不正の目的をもって行われたおそれがある当該個人情報取扱事業者に対する

行為による個人データの漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態

④個人データに係る本人の数が1,000人を超える漏えい等が発生し、又は発生

したおそれがある事態



個人情報保護委員会への報告順序

本人への通知


